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はじめに

 2021年は、コロナ政策について臨時会の召集が
求められていたが、行われなかった。

 このことがコロナ政策にも深刻な影響を与えてき
た。 

 2022年、元首相の「国葬儀」について国会審議を
求める臨時会召集要求も、応答なし

 国政の重要課題について《議論と説明責任の場》
を設定する国の義務が果たされていない



憲法第53条　条文　

内閣は国会の臨時会の召集を決定すること
ができる。いづれかの議院の総議員四分の
一以上の要求があれば、内閣は、その召集を
決定しなければならない。

 このことと、コロナ政策や国葬儀が、どう関係？

 安保法制をめぐる憲法問題とも関係する。

 憲法論に入る前に、この関連について…

 今回は、まず「国葬儀」をめぐる憲法論から考える。



問題状況

 新型コロナウィルス感染の拡大を防止しつつ、
市民生活や経済活動を可能な限り確保するた
めの政策には、ニーズ情報と専門知を結集す
る場が必要。

 安全保障の仕組みと、日本が採っている倫理
的選択との間をいかに整合させるかという議
論も、同じく。

 大きな財政支出があるときにも。

 そのためには、さまざまなレベルでの熟議が
欠かせない。

 危険な方向についてはアラートが働くことが
必要。それが形骸化の方向へ・・・



9月27日の「国葬儀」をどう考える

「儀」の一文字

 政府が閣議決定した安倍晋三元首相の国葬（その後の政
府説明では「国葬儀」）に対し、賛否が分かれている。

 岸田首相は国葬の意義を説明し、追悼にふさわしい静かな
環境づくりに尽力すべきと述べた。

 しかし静かな環境づくりのために必要なのは各種の真相
究明であって、それを塞ぐ《まつりごと》ではないはず。

 　この「国葬」については、各地の弁護士会や複数の憲法研
究者からも反対声明や疑問視する見解が出ている。この閣
議決定の取り消しと予算執行の差し止めを求める訴訟も
提起されている。



「儀」の一文字

 政府はこれを「国葬」ではなく「国葬儀」だとしている。

 戦前にあった「国葬令」が昭和２２年に失効して以降、「国葬」
について定めた法律は存在しない。政府は今回の国葬を内
閣府設置法４条３項に基づく措置の中の「国の儀式」として
行うことを閣議決定している。これは、戦前の「国葬」のよう
に国民に喪に服すことを事実上強制するような行事ではな
いので問題ない、という趣旨。



法的根拠は

 こうして戦前の歴史への洞察を踏まえた各種の反対が、
漢字一文字でかわされてしまったのだが、これで法的問
題が払しょくされた、とは言い難い。

 内閣府設置法4条3項33号　「国の儀式並びに内閣の行
う儀式及び行事に関する事務に関すること」に内閣府が関
わることができる。

 これは手続きや所管について定めたもので、実体を定め
ているわけではない。

 行政法上「違法」ではない、と考えられているが、やはり実
体的根拠がない、ということは確認しておくべき　⇒　国
会で審議・承認は必要



追悼の文脈と政教分離問題

 政府が毎年８月１５日に主催する「全国戦没者追悼式」にも特定の法律があるわ
けではなく昭和５７年の閣議決定に基づいている。

 しかし「全国戦没者追悼式」は同じ追悼でも、多数の国民の側の犠牲者を前にし
て、政府の歴史的責任を確認する意味合いが強く、為政者側の特定個人をたた
える儀式とは異なる。

 またこの件では、「戦没者追悼」の名目での公人靖国参拝の政教分離違反問題
のほうが強く意識されてきた。そちらへの参拝ではなく「全国戦没者追悼式」の
ほうで追悼の意を示すべきだ、との文脈から、式典に対する批判は出てこな
かった。

 一方、今回の国葬儀は、特定宗教と政府関係者との結びつきがまだ十分に解明
されていない中での行事強行となるため、政教分離に反する社会的作用を生
む可能性がある。



「数」ではなく「議」

 特定宗教との癒着や公的財産の恣意的扱い、公文書改ざんなどの問題
の究明が求められながら、どれも真摯な究明には程遠い状態にあると
きに、その故人の「実績」を一方的に称賛する儀式を行うことは、民
主主義の理路とは相いれない。

 国会の役割は、特定の政策を決定し立法を行うだけではない。
 日本のような議院内閣制のもとでは、「多数決」だけでは、内閣が優
位し、国会がその承認をするだけの役割に堕してしまう。

 重要なのは、数の議決に至る前に、議論を尽くすこと。
 議論や質疑（行政監督）が、密室での食事懇談や記録に残らない口頭
伝達ではなく、憲法57条に基づいて公開の国会の場で行われることで、
国民の「知る権利」に応える仕事となり、これが国民にとっては次の
判断材料となっていく。



負の影響も「勘案」すべき

 今日の社会では、一般社会に対して、戦前日本のようなあからさ
まな統制はまず行われない。その代わりに、条件付けや格付けの
中にそれが混ざりこんでいないか、ウォッチする必要が高まって
いる。

 「国葬儀」が一定のシンボリックな作用を持つことはたしか。それ
が国民にとって正の方向の作用だけを持つとは限らない。

 故人には、「あんな人々に負けるわけにいかない」など、排除・分
断の方向にいくことで「日本（人）」「自分の支持者」の結束を強め
ようとする発言が見られた。総合的な勘案をするという場合には、
これが与えた負の影響、そしてこの言葉の名宛人となってしまっ
た人々にも国を挙げて弔意哀悼を求めることの負の影響も「勘
案」する必要がある。



民主主義と相いれない部分

 国民の知る権利と民主主義に照らして、少なくとも国会での
議論を経るべき。

 しかし、国葬（儀）は、根本的に民主主義とは相いれない。「思想
良心の自由」など、各種の精神的自由の保障とも相いれない。

 民主主義の社会においては、政治政党についても政治家一人
一人についても、評価が分かれる。一方的に功績評価をするこ
とで苦渋の思いを強いられることになる人も出てくる。

 それでも国葬（儀）をやるべきだという特殊な理由が、党派を
超えて合意できるような事情があるならば例外的に認められ
る（だから政府はそのような事情があることを国会で説明でき
なくてはならない）。



囚われの聴衆

 この国葬儀が予定通りに行われるとなれば、各メディアが一斉
に報道することに（なるかどうか）

 すでに学校には半旗を掲げることが（強制ではなく）要請され、
哀悼の意を表することが（強制ではなく）期待されている。

 強制ではなくても事実として、意に反してこの感情的儀式に視
聴参加せざるをえないことになる人々は、「囚われの聴衆」の状
態に置かれ、思想良心の自由への侵害を受けることになるので
はないか。

 何より、このような議論にさらされることは故人と遺族にとって
も不幸ではないか。



必要な議論を国会で　⇒臨時会

 「蛮行による死去」ということで言えば、無念・無残な死を遂げた市井の
人々は、戦没者以外にも大勢いる。そうした無名の人々こそ、国の費用で、
哀悼の儀式を行えば良いのではないか

 （反論）哀悼される当人や遺族がそれを望まない場合もあるので、国が勝手
にやるべきではない。（参考「自衛官合祀事件」）

 ⇒具体的故人の追悼ではなく、国が歴史的責任を引き受けると決意したとき
にその決意を示すシンボルとして記念行事をやるのであれば可。

 ⇒今回の「国葬儀」は、民主主義・平等の観点からも、個人の尊重・多様性
の尊重の観点からも、今日の社会では通用しない《まつりごと》のありかた。

 それよりも先にやるべきこと（コロナ問題対応や経済政策）をやろう、哀悼
は示したい人々が心で示し、喪主の資格は遺族に返し、国のお金はもっと必
要なところに先に使おう、

 ・・・という議論を国会でやるべき。
 そこで53条「臨時会」。



憲法の思考方法　問いのゴムバンド

これはやむを得ない
Compelling

今だけだから！
Emergency！

原則は
自由
非軍事

議会で熟議
Don’t Forget

ここに戻れ
Get Back !

本当に
やむを得ないの？

本当に
まだ必要？

イラスト　武蔵野美術大学学生作品



国会での議論がない。＝これが事実上、塞がれた状態

原則は自由
Don’t Forget

ここに戻れ
Get Back !

本当に
やむを得ないの？

本当に
まだ必要？

今だけだから！
Emergency！

これはやむを得ない
Compelling

イラスト　武蔵野美術大学学生作品



▽議会ルール無視改憲、
　　　　主権者スルー改憲が進行中…
これまでに解釈改憲や内閣の行為によって、

憲法改正の手続きを通さずに、

憲法の規範内容の変更や、

憲法条文の死文化・空文化が起きてきた

 民主プロセスに必要な判断材料が提供されない…



とくに、2015年の安保関連法改正

憲法改正をしてからでないとできない内容の法改正が、

国会での十分な熟議抜き、憲法改正手続き抜きに、実質強行採決

その後、臨時会召集要求が行われたが、内閣は無視

現在、全国で安保法制違憲訴訟が係争中。

　平和的生存権、人格権、憲法改正決定権の三つの人権を根拠に

　国に国家賠償と差し止めを求める訴訟。

「敵基地攻撃能力の獲得」に至ると、この違憲性がますます明白に…



憲法の組み立てから見る



憲法の組み立てから見る

粘りの思考：
ギリギリまで、
軍事に頼らない
　交渉
　正当防衛
　緊急避難
　救助

応急処置的にやっ
ていいことはどこ
までか、議論が必
要



憲法の組み立てから見る
起きていること：
議論とは異なる
「マウント勝ち」
思考

恒常的に制度化す
るなら、憲法改正
が必要な事柄が…

議論するなら
「改正する」案を
議論する扱いに…



▽主権者の「知る権利」に
供されるべき議論は…

• 国会での議論が空洞化する中で、

• 憲法改正のメディア広告への規制をど

う考えるか。





憲法53条が存在することの意味

 議会制民主主義を支えるもの

 憲法53条前段：内閣は「臨時会」を召集「できる」。
この部分は内閣の判断・裁量。

 53条後段：衆参いずれかの総議員の４分の１以上の
要求があれば、内閣は臨時国会を召集「しなければ
ならない」と規定。⇒これは義務。臨時会を行わな
いという選択肢はない。

 日本の民主主義を単なる多数決民主主義と考えると、無駄な規定。
 政策決定は政党の議席数で事実上決まっているので、少数者の要求に応え
て議事を行ったところで、時間の無駄。

 日本の為政者による「民主主義」の理解がこうなっていないか…



 国会の機能・役割は、《政策を多数決で決定すること》だけでは
なく、《議会による行政への監督機能を確保すること》、《政府に
国民への説明責任を果たさせる場を設定すること》にもある



 こうしたことは、議会多数派（与党幹部）と内閣閣僚を同一
人物が兼ねる議院内閣制の下では、多数派の判断だけに任
せていては、実現しにくい。

 だからこそ、臨時
会を開く要求権を、
少数派の議員に付
与している。

 下からのアジェン
ダセッティングの
意味合いも



詳しく見ると・・・

 日本国憲法の制度全体を支える民
主主義観は、単なる多数決ルール
ではなく、熟議と循環の民主主義。

 国会の機能は「立法」――政策決定
や予算の審議採決――だけではな
い。

 それ以外のさまざまな機能を果た
すことによって、あるべき民主主
義の循環を支えることが求められ
ている。



民主主義の循環
 国会の本会議は国民に公開されなければならない（憲法57条）。



憲法が採用したレジリエンスの仕組み

 日本国憲法が採っている「議院内閣
制」（憲法68条）は、本来は行政を
国会の信任とコントロールのもとに
置くための制度なのだが、

 現実には、政党政治が組み合わさる
ことによって、内閣に対する国会の
独立性を確保することが難しくなっ
ている。



憲法が採用したレジリエンスの仕組み

 与党の幹部が内閣の主だったメン
バーを兼ねる

 ⇒法案や予算案について、与党所属
の国会議員が内閣にそのまま同調し、
結果的に国会が内閣に追従する状態
が起きやすい。

 そうした現実的前提がある中で、53
条後段は、国会と内閣の関係をあるべ
き対等な関係へと是正するレジリエン
ス（自己修復）の仕組みを担っている。



議院内閣制と政党政治の中の53条

 レジリエンス（自己修復）の仕組み

 内閣の閣僚や与党所属の議員は、
「勝敗はついたのだから、これ以上の
議事は不要」と感じるかもしれない。

 しかし、「まだ国会で質（ただ）すべき
事柄がある」、「国民に知らせるべき
事柄がある」と考えた国会議員が一
定数以上いた場合には、この議事の
要求を黙殺することは許されない
（53条後段）。



現状への評価

 以上の考察に照らして、現状を再び法的に評価
すると・・・

 2021年10月4日に「臨時国会」が召集された
が、これは与党総裁の交代に伴って内閣総理大
臣も交代することとなるので、その指名のため
に召集されたものだった。

 これは内閣の側から内閣の判断で召集される、
憲法53条前段の「臨時国会」であり、召集要求
されていた「臨時国会」とは別のもの。

 2022年8月に召集要求が行われた臨時会も、
召集されず、10月に召集されるというが…



現状への評価

 ２０２１年10月に開かれた臨時国会では、新総
理による所信表明演説と、衆参本会議での各党
代表質問が行われた。

 こうした代表質問は、各政党の大まかなスタン
スを表明するのがせいぜいで、実質的な議論と
は言い難い。野党の召集要求に応じたと見るこ
とはできない。

 この臨時国会は憲法53条前段の、内閣側の裁
量によって召集開催された臨時国会であって、
憲法53条後段に基づいて要求された臨時国会
はいまだ応答されていない、と見るべき。

 ２０２２年10月の臨時会も同じ…？



現状への評価

 この10月の臨時国会が、憲法53条後段に基づ
いて要求された臨時国会を実質的に併合した
ものだと言えるためには、予算委員会などを開
いて少数派議員の求める本格的な議論を行う
必要があった。

 これが行われずに解散・衆院総選挙が行われる
という成り行きは、憲法53条違反をまた繰り返
した、と評価せざるをえないのではないか。



現状への評価

 こうした状態が繰り返されれば、53条後半が
空文化する恐れがある。

 とくに2017年6月に行われた臨時国会召集要
求が98日間無視され、その後に開かれた臨時
国会では一切の審議が行われないまま冒頭解
散が宣言された。このことを憲法違反に問う裁
判が、東京・岡山・沖縄から提訴され、現在係争
中。



現状への評価

 東京地裁では、２０２０
年10月と11月に学者
証人尋問が行われた。

 その様子を朝日新聞
が伝えている。（２０２
０年１１月２４日記事）



この問題をめぐる裁判

 この問題については、現在、東京、岡山、那覇で三つの裁判が係争中。

 すべて各高裁の判決は出ている。現在３件とも上告中。



この問題をめぐる裁判
 内閣の法的義務を認めた上で、内閣がこの要求を拒めば「違憲と評価される余

地がある」との判断を示した。

 しかしこの問題を裁判所が判断することはできないとした。

 この問題を国会議員が提訴することは、国家賠償法の趣旨から見て無理だとい
う理由。



この問題をめぐる裁判　詳しく見ると…

 2020年6月の那覇地裁判決、2022年3月の福岡高裁那覇支部判決は・・・

 司法審査の対象だが判断不可？

 この判決の前半では、「内閣は憲法53条後段に基づく要求を受けた場合、臨
時会を召集すべき憲法上の義務がある」と明言

 その召集時期についても「合理的期間内に臨時会を召集する義務がある」と
判示。

 内閣の対応次第では違憲と判断される「余地はある」とも述べた（判決文18‐
２６頁）。

 裁判所がこれを明確に言葉で示したことの意義は大きい。

 しかし那覇地裁判決は、結論として原告の請求を棄却。



この問題をめぐる裁判　請求棄却の理由

 ①憲法53条は、個々の議員の請求権を保障したものとは言えない、

 ②内閣の義務違反に対して、強制する法規がない、

 ③国家賠償補１条1項を適用できる事案ではない、という理由によ
る。

 （東京地裁判決、岡山地裁判決は、ここをより単純化して、国会議員
による訴訟は現行法上認められないという見解によって判断を行
わずに終わらせている）。



この問題をめぐる裁判　志田の見解

 ①について　　憲法53条後段の臨時会召集要求が行われるさいに、議院が総意
を取りまとめるような手順は定められていない。

 国会法３条では、この要求は議長を「経由して」、要求を行った議員の連名で内閣
に提出される。



この問題をめぐる裁判　志田の見解

 内閣が発行する『官報』を見ても、この要求への内閣からの応答は、各議院の議長宛
ではなく、要求を行った議員（代表者数名）宛てに個人名を明記して行われている。

 ⇒この権利は国会議員個々人の具体的な権利。



この問題をめぐる裁判　志田の見解

 ② について　　

 国家賠償法という制度が現に存在するのに、この
制度による救済をこのような論法によって塞ぐこ
とは、今後広汎にわたる禍根を残す。

 法律条文にはないが、権利救済が必要な場合、裁
判所は解釈によって権利を承認することで、法の
欠缺（穴）を埋めてきた。

 これは裁判所が行う通常の解釈適用の作用なの
だが、裁判所がこれを放棄することになるのか…



この問題をめぐる裁判　志田の見解

 ③ について　　

 憲法53条後段の内容は、その公益性の高さから、私権の行使では解決
できないという解釈は誤り。《公益の実現》と《権利の行使》は二者択一
の関係には立たない。

 公務員や医師、法曹、教員など、公益性の高い職業にも、職務・責任の側
面と、その職責を自発的に果たそうとしているときに妨害を受けない権
利――「職業遂行の権利」――の二面がある。国会議員もこの点では同
じ。

 国会議員による提訴はできないという、裁判所が暗黙のうちに共有して
きた原則は、じつは法的根拠も論理的正当性もあるわけではなく、なん
となく共有されてきたイメージにすぎないことを看破した研究も。



この問題をめぐる裁判

 訴訟の中には、公益性の高い訴訟――原告が強
い社会貢献意識をもって私権を行使することを決
意した訴訟――が多々ある。

 裁判所がこのことを理由として判断や救済を拒む
根拠は、見当たらない。

 今後、公益性の高い事柄に関する訴えについて、
裁判所が同じロジックによって判断を行わなく
なっていくと、憲法81条の違憲審査制度も32条
の「裁判を受ける権利」も形骸化してしまう。

同じ被害を受けている
人々のために、
泣き寝入りしません！



この問題をめぐる裁判

 ⇒この問題について裁判所
が門戸を閉ざし続けることは、
憲法改正手続き（憲法96条）
によらずに現行憲法の条文
を死文化（実質的に削除）す
るという、もう一つの憲法違
反問題を招来する。



裁判所のメッセージは届いたか

 那覇地裁判決・控訴審・福岡高裁那覇支部判決を政府
へのメッセージとして読むことも可能。

 ――この件の憲法判断は、今のところ国民と国政担
当者にお願いしたい。

 ――裁判所が越権行為の謗りを受ける心配なくこの
判断を行えるように明確な法律を作ってくれれば、判
断を引き受ける。そのために必要な憲法解釈と、熟議
のために必要な論点は、判決中に示しておいたので。

Attention Please



さいごに　裁判所のメッセージは届くのか

 このメッセージを受け取るべきは

　　内閣

　　国会

　　主権者

 第一の名宛人である内閣は、「請求棄却」という結
論だけを見て、安堵して終わっている。

 第二の名宛人である国会を「数の支配」のまま放
置していれば状況改善は困難

 となると、主権者が最終的なメッセージの受け手
だが、それならば明確な違憲違法の判断が必要



「政治部門」への尊重を示すなら

 日本の裁判所は、過剰なまでに「政治部門」を尊重
して、裁判所としての判断を控えてきた。

 「高度な政治性」ないし「統治行為論」と呼ばれる
考え方。

 ５３条訴訟では、被告・国側がこの主張をしていた
が、

 各地裁判決はこの主張を退け（苫米地事件を参照
せず）、「司法審査の対象」となる可能性・必要性を
肯定。

 この意義が大きいだけに、ここに新たな判断回避
手法が出てきたことは、・・・

わきまえすぎ？



この問題をめぐる裁判

 憲法判断回避の先例となってきたこれまで
の判決を読み込むと、裁判所が尊重すべき
「政治部門」は、内閣ではなく、国会（※）。

 ※砂川事件最高裁判決(最大判昭和３４年１２月１６日、刑
集１３巻１３号３２２５頁)。

 今回の問題については、「国会の判断を尊
重する」ということは、司法判断を控えるこ
とではなく、司法判断に踏み込むべきこと
を意味するはず。



この問題をめぐる裁判

 53条後段は、議事を行うことだけを命じ
る規定。

 裁判所がその違反について憲法判断を示
すことは、国会で行われるべき議論内容や
結論を簒奪することにはならない。

 この問題で、裁判所が民主主義への遠慮
をする必要はなく、これを理由として判断
を避けるべきではない。



審判は、フェアプレーを命じることができる

 むしろ、これほど憲法違反性が明らか
なケースで法文にない理由を挙げて判
断を避けることは、憲法の明文規定を
死文化させることになる。

 憲法53条後段をめぐる訴訟はまだ続
いているが、憲法違反に対しては憲法
違反と明言する判決が出されること、
それによって議会の「議」の文字が回復
されることを期待したい。
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志
田 

陽
子

必
要
な
の
は
真
相
究
明
で
、そ
れ
を
塞
ぐ《
ま
つ
り
ご
と
》で
は
な
い

憲
法
と
も
民
主
主
義
と
も

相
い
れ
な
い
シ
ン
ボ
ル
の
政
治

   

憲
法
学
者
が
点
検
す
る

  

岸
田
政
権
に
よ
る

違
憲
儀
式
の
政
治
利
用

「
各
種
の
真
相
究
明
が
先
で
、実
績
を

一
方
的
に
称
賛
す
る
儀
式
を
行
な
う

こ
と
は
、民
主
主
義
の
理
路
と
は
相

い
れ
な
い
」と
指
摘
す
る
憲
法
学
者

の
志
田
陽
子
氏
。国
葬
に
よ
る
負
の

影
響
や「
囚
わ
れ
の
聴
衆
」に
さ
れ
る

こ
と
を
懸
念
す
る
。

　

政
府
が
閣
議
決
定
し
た
安
倍
晋
三

元
首
相
の
国
葬（
そ
の
後
の
政
府
説

明
で
は
「
国
葬
儀
」）に
対
し
、
賛
否

が
分
か
れ
て
い
る
。
岸
田
文
雄
首
相

は
国
葬
の
意
義
を
説
明
し
、
追
悼
に

ふ
さ
わ
し
い
静
か
な
環
境
づ
く
り
に

尽
力
す
べ
き
だ
と
述
べ
た
。
し
か

し
、
静
か
な
環
境
づ
く
り
の
た
め
に

必
要
な
の
は
何
よ
り
も
ま
ず
各
種
の

真
相
究
明
で
あ
っ
て
、
そ
れ
を
塞ふ

さ

ぐ

よ
う
な
《
ま
つ
り
ご
と
》
で
は
な
い

は
ず
だ
。

　

こ
の「
国
葬
」に
つ
い
て
は
、各
地

の
弁
護
士
会
や
複
数
の
憲
法
研
究
者

か
ら
も
反
対
声
明
や
疑
問
視
す
る
見

ら
し
い
。

　

こ
う
し
て
戦
前
の
歴
史
へ
の
洞
察

を
踏
ま
え
た
各
種
の
反
対
が
、
漢
字

一
文
字
で
か
わ
さ
れ
て
し
ま
っ
た
の

だ
が
、
こ
れ
で
法
的
問
題
が
払ふ

っ

拭し
ょ
くさ

れ
た
、と
は
言
い
難
い
。

　

内
閣
府
設
置
法
４
条
３
項
33
号
を

見
る
と
、「
国
の
儀
式
並
び
に
内
閣

の
行
う
儀
式
及
び
行
事
に
関
す
る
事

務
に
関
す
る
こ
と
」
に
内
閣
府
が
関

わ
る
こ
と
が
で
き
る
、
と
定
め
ら
れ

て
い
る
。
こ
れ
は
手
続
き
や
事
務
所

管
に
つ
い
て
定
め
た
も
の
で
、
国
葬

と
い
う
実
体
を
定
め
て
い
る
わ
け
で

は
な
い
。

　

刑
事
司
法
に
喩た

と

え
れ
ば
、
警
職
法

や
刑
訴
法
が
あ
っ
て
も
、
刑
法
や
軽

犯
罪
法
な
ど
に
犯
罪
の
規
定（
実

体
）が
な
け
れ
ば
、
警
察
も
検
察
も

動
く
根
拠
が
な
い
。
内
閣
府
設
置
法

解
が
出
て
い
る
。
こ
の
閣
議
決
定
の

取
り
消
し
と
予
算
執
行
の
差
し
止
め

を
求
め
る
訴
訟
も
提
起
さ
れ
て
い
る
。

「
儀
」の
一
文
字

　

一
方
で
、
政
府
は
こ
れ
を
「
国

葬
」
で
は
な
く
「
国
葬
儀
」
だ
と
し

て
い
る
。
戦
前
に
あ
っ
た
「
国
葬

令
」
が
１
９
４
７
年
に
失
効
し
て
以

降
、「
国
葬
」
に
つ
い
て
定
め
た
法
律

は
存
在
し
な
い
。
政
府
は
今
回
の
国

葬
を
内
閣
府
設
置
法
４
条
３
項
に
基

づ
く
措
置
の
中
の
「
国
の
儀
式
」
と

し
て
行
な
う
こ
と
を
閣
議
決
定
し
て

い
る
。
こ
れ
は
、
戦
前
の
「
国
葬
」

の
よ
う
に
国
民
に
喪
に
服
す
こ
と
を

事
実
上
強
制
す
る
よ
う
な
行
事
で
は

な
い
の
で
問
題
な
い
、
と
い
う
趣
旨

４
条
３
項
33
号
は
そ
れ
と
同
じ
な
の

で
あ
る
。
刑
事
司
法
よ
り
は
緩
や
か

な
運
用
を
し
て
も
い
い
で
は
な
い

か
、
と
い
う
考
え
は
一
理
あ
る
が
、

や
は
り
実
体
的
根
拠
が
な
い
、
と
い

う
こ
と
は
確
認
し
て
お
く
べ
き
だ
。

追
悼
の
文
脈
と
政
教
分
離

　

こ
こ
で
天
皇
即
位
に
伴
う
儀
式
が

あ
っ
た
で
は
な
い
か
、
と
い
う
議
論

は
、
誤
っ
て
い
る
。
天
皇
の
場
合
は

国
家
・
国
民
の
「
象
徴
」
と
し
て
、

憲
法
上
、
国
民
一
般
と
は
別
扱
い
に

な
る
。
筆
者
自
身
は
、「
国
葬
」
も

「
国
葬
儀
」
も
、
国
民
が
と
く
に
合

意
し
た
法
令
か
、
国
民
が
と
く
に
合

意
す
べ
き
特
段
の
事
情
が
な
い
限

り
、「
法
の
下
の
平
等
」
や
「
思
想
良

心
の
自
由
」
そ
し
て
「
財
政
民
主
主

義
」か
ら
見
て
、憲
法
上
許
容
さ
れ
な

い
と
考
え
て
い
る
が
、
そ
う
考
え
た

場
合
で
も
天
皇
に
関
す
る
国
事
は
憲

法
自
身
が
認
め
て
い
る
例
外
な
の
で
、

しだ　ようこ・早稲田大
学法学部卒。武蔵野美
術大学造形学部教授。
著書に『表現者のため
の憲法入門』（武蔵野
美術大学出版局）ほか。

20220902-16-18-国葬_志田_2校.indd   1620220902-16-18-国葬_志田_2校.indd   16 2022/08/26   11:00:132022/08/26   11:00:13
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志
田 

陽
子

必
要
な
の
は
真
相
究
明
で
、そ
れ
を
塞
ぐ《
ま
つ
り
ご
と
》で
は
な
い

憲
法
と
も
民
主
主
義
と
も

相
い
れ
な
い
シ
ン
ボ
ル
の
政
治

   

憲
法
学
者
が
点
検
す
る

  

岸
田
政
権
に
よ
る

違
憲
儀
式
の
政
治
利
用

別
路
線
の
問
題
と
な
る
。

　

む
し
ろ
、
こ
こ
で
考
え
る
意
味
が

あ
る
の
は
、
政
府
が
毎
年
８
月
15
日

に
主
催
す
る
「
全
国
戦
没
者
追
悼

式
」
だ
ろ
う
。
こ
れ
に
も
特
定
の
法

律
が
あ
る
わ
け
で
は
な
く
１
９
８
２

年
の
閣
議
決
定
に
基
づ
い
て
い
る
。

　

し
か
し
「
全
国
戦
没
者
追
悼
式
」

は
同
じ
追
悼
で
も
、
か
な
り
抽
象
化

さ
れ
た
多
数
の
国
民
の
側
の
犠
牲
者

を
前
に
し
て
、
政
府
の
歴
史
的
責
任

を
確
認
す
る
意
味
合
い
が
強
く
、
為

政
者
側
の
特
定
個
人
を
た
た
え
る
儀

式
と
は
異
な
る
。

　

ま
た
、
こ
の
件
で
は
、「
戦
没
者
追

悼
」
の
名
目
で
閣
僚
な
ど
の
公
人
が

特
定
の
宗
教
施
設（
靖
国
神
社
）
に

参
拝
す
る
こ
と
が
憲
法（
政
教
分
離
）

違
反
だ
と
い
う
問
題
の
ほ
う
が
強
く

意
識
さ
れ
て
き
た
と
い
う
事
情
が
あ

る
。
そ
ち
ら
へ
の
参
拝
で
は
な
く

「
全
国
戦
没
者
追
悼
式
」
の
ほ
う
で

追
悼
の
意
を
示
す
べ
き
だ
、
と
の
文

脈
か
ら
、
式
典
に
対
す
る
批
判
は
出

て
こ
な
か
っ
た
の
だ
ろ
う
。

　

一
方
、
今
回
の
国
葬
儀
は
、
特
定

宗
教
と
政
府
関
係
者
と
の
結
び
つ
き

が
ま
だ
十
分
に
解
明
さ
れ
て
い
な
い

中
で
の
行
事
強
行
と
な
る
た
め
、
公

人
の
靖
国
参
拝
問
題
と
同
じ
よ
う
な

政
教
分
離
に
反
す
る
社
会
的
作
用
を

決
定
し
法
律
を
議
決
・
制
定
す
る
こ

と
だ
け
で
は
な
い
。
そ
れ
だ
け
で
あ

れ
ば
、
国
会
が
「
数
」
の
論
理
だ
け

で
進
行
す
る
こ
と
を
許
し
、
日
本
の

よ
う
な
議
院
内
閣
制
の
も
と
で
は
、

内
閣
が
優
位
し
、
国
会
が
そ
の
承
認

を
す
る
だ
け
の
役
割
に
堕だ

し
て
し
ま

う
。
重
要
な
の
は
、
数
の
議
決
に
至

る
前
に
、
あ
る
い
は
こ
れ
と
は
別

に
、
さ
ま
ざ
ま
な
議
論
を
尽
く
す
場

で
あ
る
、
と
い
う
こ
と
だ
。
議
論
や

質
疑（
行
政
監
督
）
が
、
密
室
で
の

食
事
懇
談
や
記
録
に
残
ら
な
い
口
頭

伝
達
で
は
な
く
、
憲
法
57
条
に
基
づ

い
て
公
開
の
国
会
の
場
で
行
な
わ
れ

る
こ
と
で
、
国
民
の
「
知
る
権
利
」

に
応
え
る
仕
事
と
な
り
、
こ
れ
が
国

民
に
と
っ
て
は
次
の
判
断
材
料
と
な

っ
て
い
く
。
民
主
主
義
は
、
数
に
よ

る
決
定
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
前
提

に
「
議
」
が
生
か
さ
れ
て
い
る
の
で

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

根
拠
法
令
が
な
い
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン

だ
か
ら
こ
そ
、
そ
れ
が
ど
う
し
て
も

必
要
で
皆
が
合
意
で
き
る
特
殊
事
情

が
あ
る
か
ど
う
か
、
少
な
く
と
も
国

会
で
の
議
論
を
経
る
べ
き
だ
。
こ
の

件
で
政
府
・
自
民
は
国
会
の
閉
会
中

審
査
に
応
じ
る
こ
と
を
決
め
、
説
明

を
尽
く
す
姿
勢
を
見
せ
た
。

　

松ま
つ

野の

博ひ
ろ

一か
ず

官
房
長
官
は
歴
代
首
相

生
む
可
能
性
が
あ
る
。

「
数
」で
は
な
く「
議
」

　

特
定
宗
教
と
の
癒ゆ

着ち
ゃ
くや

公
的
財
産

の
恣
意
的
扱
い
、
公
文
書
改か

い

竄ざ
ん

な
ど

の
問
題
の
究
明
が
求
め
ら
れ
な
が

ら
、
ど
れ
も
真し

ん

摯し

な
究
明
に
は
程
遠

い
状
態
に
あ
る
と
き
に
、
そ
の
故
人

の
「
実
績
」
を
一
方
的
に
称
賛
す
る

儀
式
を
行
な
う
こ
と
は
、
民
主
主
義

の
理
路
と
は
相
い
れ
な
い
。

　

国
会
の
役
割
は
、
特
定
の
政
策
を

の
葬
儀
に
つ
い
て
「
国
民
の
心
情
や

遺
族
の
気
持
ち
も
総
合
的
に
勘
案

し
、
そ
の
都
度
、
ふ
さ
わ
し
い
方
式

が
決
め
ら
れ
て
き
た
」
と
説
明
し
て

い
る
。
こ
の
「
総
合
的
に
勘
案
」
と

い
う
言
葉
は
、
日
本
学
術
会
議
任
命

拒
否
問
題
の
と
き
に
も
使
わ
れ
た
言

葉
な
の
で
、
実
の
あ
る
説
明
が
行
な

わ
れ
る
か
ど
う
か
、
注
視
し
て
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。

負
の
影
響
も「
勘
案
」

　

今
日
の
社
会
で
は
、
一
般
社
会
に

対
し
て
、
戦
前
日
本
の
よ
う
な
あ
か

ら
さ
ま
な
統
制
は
ま
ず
行
な
わ
れ
な

い
。
そ
の
代
わ
り
に
、
条
件
付
け
や

格
付
け
の
中
に
そ
れ
が
混
ざ
り
こ
ん

で
い
な
い
か
、
ウ
オ
ッ
チ
す
る
必
要

が
高
ま
っ
て
い
る
。

　

条
件
付
け
と
は
、
研
究
費
や
助
成

金
の
よ
う
な
利
益
を
提
供
す
る
「
給

付
」
に
つ
い
て
、
与
え
る
側
か
ら
条

件
を
付
け
る
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、

格
付
け
の
例
と
し
て
は
、
叙
勲
や
名

誉
職
へ
の
登
用
や
国
葬
儀
に
よ
っ

て
、
あ
る
人
の
発
言
価
値
や
存
在
価

値
、
社
会
的
影
響
力
を
引
き
上
げ
る

場
面
が
挙
げ
ら
れ
る
。
逆
に
あ
る
人

や
あ
る
作
品
・
研
究
を
、
採
用
後
に

わ
ざ
わ
ざ
不
採
用
と
し
た
り
、
注
察

が
必
要
と
指
弾
す
る
こ
と
で
、
そ
の

閣議決定に基づいて毎年行なわれる「全国戦没者追悼式」。「同じ追悼でも、抽象化された多数の国民の側の犠牲者を前にして、政府の歴史的責任を確認する意味合
いが強く、為政者側の特定個人をたたえる儀式とは異なる」と志田陽子氏はいう。写真は2020年８月15日の「全国戦没者追悼式」。東京都千代田区で。（提供／共同）
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発
言
価
値
を
相
対
的
に
下
げ
る
こ
と

も
あ
る
。
日
本
学
術
会
議
へ
の
任
命

・
任
命
拒
否
や
「
慰
安
婦
」
を
取
り

上
げ
た
授
業
へ
の
政
治
家
に
よ
る
問

題
視
発
言
は
、
そ
う
し
た
作
用
を
持

っ
て
い
た
。

　

こ
う
し
た
事
柄
を
扱
う
法
理
論
は

今
、
現
在
進
行
形
で
形
成
さ
れ
つ
つ

あ
る
が
、「
国
葬
儀
」
が
一
定
の
シ
ン

ボ
リ
ッ
ク
な
作
用
を
持
つ
こ
と
は
た

し
か
だ
ろ
う
。
そ
れ
が
国
民
に
と
っ

て
正
の
方
向
の
作
用
だ
け
を
持
つ
と

は
限
ら
な
い
。

　

故
人
に
は
、「
あ
ん
な
人
た
ち
に

負
け
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
」な
ど
、

排
除
・
分
断
の
方
向
に
い
く
こ
と
で

「
日
本（
人
）」「
自
分
の
支
持
者
」
の

結
束
を
強
め
よ
う
と
す
る
発
言
が
見

ら
れ
た
。
総
合
的
な
勘
案
を
す
る
と

い
う
場
合
に
は
、
こ
れ
が
与
え
た
負

の
影
響
、
そ
し
て
こ
の
言
葉
の
名
宛

人
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
人
々
に
も
国

を
挙
げ
て
弔
意
哀
悼
を
求
め
る
こ
と

の
負
の
影
響
も
「
勘
案
」
す
る
必
要

が
あ
る
。

　

先
ほ
ど
は
、
国
民
の
知
る
権
利
と

民
主
主
義
に
照
ら
し
て
、
少
な
く
と

も
国
会
で
の
議
論
を
経
る
べ
き
だ
と

書
い
た
。
し
か
し
、
そ
も
そ
も
論
と

し
て
は
、
国
葬
な
い
し
国
葬
儀
は
、

根
本
的
に
民
主
主
義
と
は
相
い
れ
な

理
由
が
、
党
派
や
各
人
の
政
治
信
条

を
超
え
て
客
観
的
に
合
意
で
き
る
よ

う
な
事
情
が
あ
る
な
ら
ば
例
外
的
に

認
め
ら
れ
る（
だ
か
ら
政
府
は
そ
の

よ
う
な
事
情
が
あ
る
こ
と
を
国
会
で

説
明
で
き
な
く
て
は
な
ら
な
い
）、

と
考
え
る
の
が
、
政
府
側
の
心
情
に

ギ
リ
ギ
リ
ま
で
歩
み
寄
っ
た
線
だ
ろ

う
。囚

わ
れ
の
聴
衆

　

こ
の
国
葬
儀
が
予
定
通
り
に
行
な

わ
れ
る
と
な
れ
ば
、
各
メ
デ
ィ
ア
が

一
斉
に
報
道
す
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ

う
。
ま
た
、
す
で
に
学
校
に
は
半
旗

を
掲
げ
る
こ
と
が（
強
制
で
は
な

く
）要
請
さ
れ
、
哀
悼
の
意
を
表
す

る
こ
と
が（
強
制
で
は
な
く
）
期
待

さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
そ
う
な
る

と
、
強
制
で
は
な
く
て
も
事
実
と
し

て
、
意
に
反
し
て
こ
の
感
情
的
儀
式

に
視
聴
参
加
せ
ざ
る
を
え
な
い
こ
と

に
な
る
人
々
は
、「
囚と

ら

わ
れ
の
聴
衆
」

の
状
態
に
置
か
れ
、
思
想
良
心
の
自

由
へ
の
侵
害
を
受
け
る
こ
と
に
な
る

の
で
は
な
い
か
。
何
よ
り
、
こ
の
よ

う
な
議
論
に
さ
ら
さ
れ
る
こ
と
は
故

人
と
遺
族
に
と
っ
て
も
不
幸
で
は
な

い
か
。

　

む
し
ろ
、
安
倍
元
首
相「
国
葬
儀
」

の
理
由
の
一
つ
と
な
っ
た
、「
蛮
行

い
。
同
時
に
、「
思
想
良
心
の
自
由
」

な
ど
、
各
種
の
精
神
的
自
由
の
保
障

と
も
相
い
れ
な
い
。

　

民
主
主
義
の
社
会
に
お
い
て
は
、

政
治
政
党
に
つ
い
て
も
政
治
家
一
人

ひ
と
り
に
つ
い
て
も
、
評
価
が
分
か

れ
る
の
は
当
然
で
あ
る
。
と
く
に

「
実
績
」
と
さ
れ
る
事
柄
に
は
光
と

影
が
あ
り
、
一
方
的
に
功
績
評
価
を

す
る
こ
と
で
苦
渋
の
思
い
を
強
い
ら

れ
る
こ
と
に
な
る
人
も
出
て
く
る
。

　

そ
れ
で
も
な
お
国
葬（
儀
）
を
ぜ

ひ
と
も
や
る
べ
き
だ
と
い
う
特
殊
な

に
よ
る
死
去
」
と
い
う
こ
と
で
言
え

ば
、
無
念
・
無
残
な
死
を
遂
げ
た
市

井
の
人
々
は
、
戦
没
者
以
外
に
も
大

勢
い
る
。
そ
う
し
た
無
名
の
人
々
こ

そ
、
国
が
喪
主
と
な
っ
て
国
の
費
用

で
、
哀
悼
の
儀
式
を
行
な
え
ば
良
い

の
で
は
な
い
か
、
と
一
瞬
思
い
た
く

な
る
の
だ
が
、
し
か
し
、
こ
れ
に
は

反
論
が
あ
る
だ
ろ
う
。
哀
悼
さ
れ
る

当
人
や
遺
族
が
そ
れ
を
望
ま
な
い
場

合
も
あ
る
の
で
、
国
が
勝
手
に
や
る

な
、と
の
批
判
で
あ
る
。

　

結
局
、
具
体
的
故
人
の
追
悼
で
は

な
く
、
国
が
歴
史
的
責
任
を
引
き
受

け
る
と
決
意
し
た
と
き
に
、
そ
の
決

意
を
示
す
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
記
念
行

事
を
や
る
の
で
あ
れ
ば
可
で
あ
る
、

と
す
る
の
が
筋
で
あ
る
。
そ
う
考
え

て
い
く
と
、
や
は
り
今
回
の
「
国
葬

儀
」
は
、
民
主
主
義
・
平
等
の
観
点

か
ら
も
、
個
人
の
尊
重
・
多
様
性
の

尊
重
の
観
点
か
ら
も
、
今
日
の
社
会

で
は
通
用
し
な
い
《
ま
つ
り
ご
と
》

の
在
り
方
だ
、
と
い
う
こ
と
に
な

る
。

　

そ
れ
よ
り
も
先
に
や
る
べ
き
こ
と

を
や
ろ
う
、
哀
悼
は
示
し
た
い
人
々

が
心
で
示
し
、
喪
主
の
資
格
は
遺
族

に
返
し
、
国
の
お
金
は
も
っ
と
必
要

な
と
こ
ろ
に
先
に
使
お
う
、
と
い
う

議
論
を
ぜ
ひ
国
会
で
や
っ
て
ほ
し
い
。

８月16日、東京・新宿駅周辺で行なわれた安倍晋三
元首相の国葬中止を求める集会とデモ。（撮影／岩本太郎）
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政治・国際

2 0 2 1 年 0 1 ⽉ 0 4 ⽇

憲法53条・臨時国会召集裁判の意味
議会制⺠主主義を⽀えるもの
志⽥陽⼦  武蔵野美術⼤学  造形学部教授（憲法、芸術関連法）

 毎年 1⽉には国会の「通常会」が開かれる。しかし今、国会には、 4年間
果たされず宿題となっている会期がある。 2 0 1 7年に憲法 5 3条に基づいて要
求された臨時会である。現在、この《⾏われなかった臨時会》をめぐる裁
判が係争中である。

那覇地裁判決

 ⽇本国憲法 5 3条は「内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。い
づれかの議院の総議員の四分の⼀以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定
しなければならない」と定めている。

 2 0 1 7年 6⽉、当時の衆議院議員 1 2 0名、参議院議員 7 0名、計 1 9 0名の議員が内
閣に、この⽇本国憲法 5 3条の後段に基づいて臨時会の召集を要求した。内閣は約
3カ⽉の間これに応じず、同年 9⽉に臨時会を召集し、その冒頭で衆議院解散を宣
⾔した。要求を⾏った議員たちが求めていたのは、森友・加計学園問題の経緯を
明らかにすることだったが、この議事は⾏われなかった。

野党 4会派が⽋席する中、召集された衆院本会議＝ 2 0 1 7年 9⽉ 2 8⽇

 このことの違憲違法性を問う裁判が、沖縄・東京・岡⼭で提起され、係争中で
ある。 2 0 2 0年 6⽉ 1 0⽇の那覇地裁判決は、この中で最初に出された判決である
（朝⽇新聞 6⽉ 1 0⽇『国会召集「内閣に法的義務」  憲法 5 3条めぐり初判決』
参照）

司法審査の対象だが判断不可︖

 この那覇地裁判決の前半では「内閣は憲法 5 3条後段に基づく要求を受けた場
合、臨時会を召集すべき憲法上の義務がある」と明⾔し、その召集時期について
も「合理的期間内に臨時会を召集する義務がある」と判⽰している。そして、内
閣の対応次第では違憲と判断される「余地はある」とも述べた（※）。

https://stage-webronza.asahi.com/politics/index.html?Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://stage-webronza.asahi.com/?Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://stage-webronza.asahi.com/authors/2019110100001.html?Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://stage-webronza.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2010/tmp/0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq/2020122800002_1.jpeg&Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://stage-webronza.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2010/tmp/0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq/2020122800002_1.jpeg&Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://digital.asahi.com/articles/ASN6B4JX7N64TPOB004.html
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※那覇地裁 2 0 2 0年 6⽉ 1 0⽇判決 1 8 - 2 6⾴。この判決の内容と問題点について
は、志⽥陽⼦「解釈すれども判断せず― ―憲法 5 3条訴訟・那覇地裁判決が投げ
かけたもの」（法と⺠主主義 2 0 2 0年 7⽉号掲載）で詳しく考察した。

 裁判所がこれを明確に⾔葉で⽰したことの意義は⼤きい。判決のこの前半部分
を読めば、誰でも 2 0 1 7年のケースは憲法違反だとわかる内容だ。

 しかし那覇地裁判決は、結論として原告の請求を棄却した。①憲法 5 3条は、
個々の議員の請求権を保障したものとは⾔えない、②内閣の義務違反に対して、
強制する法規がない、③国家賠償補 1条 1項を適⽤できる事案ではない、という理
由による。

 ①についていえば、憲法 5 3条後段の臨時会召集要求が⾏われる際に、議院が総
意を取りまとめるような⼿順は定められていない。国会法 3条では、この要求は
議⻑を「経由して」、要求を⾏った議員の連名で内閣に提出される。内閣が発⾏
する『官報』を⾒ても、この要求への内閣からの応答は、各議院の議⻑宛ではな
く、要求を⾏った議員（代表者数名）宛てに個⼈名を明記して⾏われている（た
とえば平成 2 7年 1 2⽉ 1 7⽇の『官報』第 6 6 7 9号 7⾴）。ここから考えると、この
権利は国会議員個々⼈の具体的な権利と⾒るべきである。

 ②についていえば、国家賠償法という制度が現に存在するのに、この制度によ
る救済をこのような論法によって塞ぐことは、今後広汎にわたる禍根を残すこと
になりかねない。判決は、この問題について「司法審査の対象とする必要性が⾼
い」としているのだから、この趣旨を国賠法 1条 1項に⽣かす解釈を採⽤すべき
だった。

 ③についていえば、ここで《公益の実現》と《権利の⾏使》を⼆者択⼀の関係
に置いたところに、この判決の誤りがある。

 公務員や医師、公共交通機関の職員、法曹、教員など、公益性の⾼い職業に
も、職務・責任の側⾯と同時に、その職責を⾃発的に果たそうとしているときに
妨害を受けない権利― ―「職業遂⾏の権利」― ―の側⾯がある。国会議員もこの
点では同じである。臨時会の開催や、そこでの国会議員の活動に公益性があるこ
とはたしかだが、それはこの権利の権利性を否定する理由にはならない。

⽇本国憲法における議会制⺠主主義

 ⽇本国憲法の制度全体を⽀える⺠主主義観は、単なる多数決ルールではなく、
熟議と循環の⺠主主義である。

 国会の機能は「⽴法」― ―政策決定や予算の審議採決― ―だけではない。それ
以外のさまざまな機能を果たすことによって、あるべき⺠主主義の循環を⽀える
ことが求められている。

 たとえば憲法は、 5 0条（不逮捕特権）と 5 1条（議院内の発⾔が法的に責任に
問われないルール）によって、議員の議会への出席と⾃由な発⾔を特別に重視し
ている。また、国政調査権（憲法 6 2条）やその他の質問・質疑の全般は、国政と
くに⾏政への⺠主的コントロールを確保するためのものである。そして国会の本
会議は国⺠に公開されなければならない（憲法 5 7条）。国⺠はこれによって国会
の議事の様⼦を知る権利を確保し、次の選挙（ 1 5条）での判断材料にすることが
できるし、請願（憲法 1 6条）や世論形成（憲法 2 1条・表現の⾃由）を通じて⺠
主プロセスに参加することもできる。⽇本国憲法における⺠主主義は、こうした
循環（サイクル）を無限に繰り返していくようにデザインされた⺠主主義であ
る。

 今、この「循環系」のあらゆる場⾯で機能不全が起きていることは周知のとお
りだが、憲法 5 3条問題も、この⼀連の問題の中に位置づけられる。
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議院内閣制と政党政治の中の53条

 たとえば、 5 3条後段に基づいて臨時会の要求があったとき、内閣の閣僚や与党
所属の議員は、「今期懸案の法案は可決されたのだから、これ以上の議事に時間
を使いたくない」「もう勝敗はついたではないか」という気分を感じるかもしれ
ない。しかし、「まだ国会で質（ただ）すべき事柄がある」「この議事を通じて
国⺠に知らせるべき事柄がある」と考えた国会議員が⼀定数以上いた場合には、
この議事の要求を黙殺することは許されない、というのが 5 3条後段の内容であ
る。

 ⽇本国憲法が採っている「議院内閣制」（憲法 6 8条）は、本来は⾏政を国会の
信任とコントロールのもとに置くための制度なのだが、現実には、政党政治が組
み合わさることによって、内閣に対する国会の独⽴性を確保することが難しく
なっている。与党の幹部が内閣総理や閣僚の主だったメンバーを兼ねることにな
るため、内閣が提出する法案や予算案に与党所属の国会議員（数として多数派）
がそのまま同調し、結果的に国会が内閣に追従する状態が起きやすいからであ
る。そうした制度的・現実的前提がある中で、 5 3条後段は、国会と内閣の関係を
あるべき対等な関係へと是正するレジリエンス（⾃⼰修復）の仕組みを担ってい
る。

衆院解散の朝、⾬にぬれる国会議事堂＝ 2 0 1 7年 9⽉ 2 8⽇、東京・永⽥町

 予算や政策を多数決ルールで決めることだけが国会の役割だと考えるならば、
上記の「気分」のほうが正しく、 5 3条後段はなくてもいいことになるだろう。逆
に、 5 3条後段が存在するという事実から、⽇本国憲法が採⽤している議会制⺠主
主義は、「議」の要素を不可⽋の要素とするものだということがわかる。⽯造建
築でいえば、 4 1条「国権の最⾼機関」という⾔葉が塔や天守にあたるシンボル的
価値をもつ⼀⽅で、 5 3条後段は建物全体を構造的に⽀えている「隅⽯」（すみい
し）のようなものである。

 現在、この 5 3条後段が軽視され、空⽂化させられようとしていないか。今、そ
の流れを⽌めないと、⽇本の⺠主主義は「議」の要素の抜け落ちた「数の⽀配」
から抜け出せなくなり、致命的な劣化を被ることになる― ―。

 臨時会を要求した議員や、今回の訴訟を起こした議員、弁護を引き受けた弁護
団、意⾒書執筆と証⼈尋問を引き受けた法学系の研究者たち― ―筆者もそのうち
の⼀⼈である― ―には、こうした危機意識があった。東京地裁では 1 0⽉と 1 1⽉
に学者証⼈尋問が⾏われたが、その様⼦を朝⽇新聞が伝えている（朝⽇新聞 1 1⽉
2 4⽇『（憲法を考える）開かぬ臨時国会、⺠主主義の危機  要求放置した安倍内
閣めぐる訴訟、学者ら初めて直接証⾔』 参照）

内閣⾃⾝がとってきた実質的理解

https://stage-webronza.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2010/tmp/0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq/2020122800002_2.jpeg&Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://stage-webronza.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2010/tmp/0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq/2020122800002_2.jpeg&Staging_Id=0s6liavu97u05n1lukp7tq57oq
https://digital.asahi.com/articles/DA3S14706417.html
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 この国会議員の要求が実現されたといえるのは、要求された議事が⾏われた時
と⾒るべきで、臨時会召集という形式的⾏為があれば達成されたと⾒るべきでは
ない。

 この点についての過去の政府⾒解を⾒ると、合理的な期間内に何らかの会期
（通常会、特別会など）が召集される場合には、臨時会を召集しなくても憲法違
反にはならないという趣旨の内閣法制局⻑官の答弁がある。「国会の権能」には
異なるところはないからだという（※）。

※ 参 議 院 外 交 防 衛 委 員 会 2 0 0 3 年 1 2 ⽉ 1 6 ⽇ に お け る 内 閣 法 制 局 ⻑ 官 の 答 弁
（ 『 参 議 院 外 交 防 衛 委 員 会 （ 第 1 5 8 回 国 会 閉 会 後 ） 会 議 録 第 1 号 』 p . 2 4 ．
（「国会会議録検索システム」によって確認）。また『官報』第 6 6 7 9号、平
成 2 7年 1 2⽉ 1 7⽇、 7⾴も参照。

 ここからすると、内閣が臨時会召集要求に応えたといえるのは、当該要求が、
「国会としての権能」を果たすという実質において実現されたときだ、というこ
とになる。これに照らしたとき、 2 0 1 7年の 9⽉に⾏われた形式的召集と議事なし
の冒頭解散は、その時点で⽣じていた憲法違反を解消するものだったとはいえな
い。

判断回避と裁判所のメッセージ

 公益性を理由に議員の具体的権利性を否定し、国家賠償法の趣旨に絞りをかけ
て判断の可能性を塞ぐという判決は、新たな判断回避の⼿法として、今後の訴訟
の妨げとなるおそれがある。

 訴訟の中には、公益性の⾼い訴訟― ―原告が強い社会貢献意識をもって私権を
⾏使することを決意した訴訟― ―が多々ある。裁判所がこのことを理由として判
断や救済を拒む根拠は、⾒当たらない。今後、公益性の⾼い事柄に関する訴えに
ついて、裁判所が同じロジックによって判断を⾏わなくなっていくと、憲法 8 1条
の違憲審査制度も 3 2条の「裁判を受ける権利」も形骸化してしまう。このことは
危惧すべきである。

 しかし同時に、那覇地裁判決は、内閣と国会のこの宿題を免除も「済」扱いも
していない。現⾏法のもとでは裁判所が扱うことはできないと⾔っているだけで
ある。だから、この那覇地裁判決を次のようなメッセージとして読むこともでき
る。

 この件の憲法判断は、今のところ国⺠と国政担当者にお願いしたい。あ
るいは、裁判所が越権⾏為の謗りを受ける⼼配なくこの判断を⾏えるよう
に明確な法律を作ってくれれば、判断を引き受ける。当裁判所は、諸般の
事情により法的判断を控えたが、そうした判断のために必要な憲法解釈
と、熟議のために必要な論点は、判決中に⽰しておいた。

 このメッセージを本来受け取るべきは内閣だったのだが、内閣は「請求棄却」
という結論に安堵して終わっているようである。そうなると、このメッセージの
次の受け⼿は主権者と議員である。筆者は、憲法訴訟のあり⽅としては、那覇地
裁がとった回避の⼿法にN Oというべきだと考えているが、主権者の⼀⼈として
は、この判決に、このメッセージを読み取るべきだと考えている。

「政治部⾨」への尊重を⽰すなら

 ⽇本の裁判所は、これまで過剰なまでに「政治部⾨」を尊重して、裁判所とし
ての判断を控えてきた。「⾼度な政治性」ないし「統治⾏為論」と呼ばれる考え
⽅がその典型である。
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 訴訟では、被告・国側がこの主張をしていたが、那覇地裁判決は国側が根拠と
して出した判例（苫⽶地事件）を参照せず、「司法審査の対象とする必要性が⾼
い」と述べた。このことの意義が⼤きいだけに、ここに新たな判断回避⼿法が出
てきたことには、N Oといわなければならない。

 憲法判断回避の先例となってきたこれまでの判決には、それ⾃体として問題は
ある。それでも裁判所が過去の先例に敬意を払う姿勢を守ろうとするならば、裁
判所が尊重すべき「政治部⾨」は、内閣ではなく、国会である（※）。

※⽇⽶安全保障条約の憲法適合性が問題となった砂川事件最⾼裁判決（最⼤判
昭和 3 4年 1 2⽉ 1 6⽇、刑集 1 3巻 1 3号 3 2 2 5⾴）を⾒ると、同判決が判断を控え
る理由が、「終局的には、主権を有する国⺠の政治的批判に委ねられるべきも
の」だからだと述べられている。

 そして今回の問題では、「国会の判断を尊重する」ということは、司法判断を
控えることではなく、司法判断に踏み込むことを意味する。

 この問題で、裁判所が判断を避ける理由はない。 5 3条後段は、議事を⾏うこと
だけを命じる規定なので、裁判所がこれについて法的判断を⽰すことは、国会で
⾏われるべき議論を簒奪（さんだつ）することにはならない。

 むしろ、これほど憲法違反性が明らかなケースで合憲判決を出したり、法⽂に
ない理由を挙げて判断を避けたりすれば、憲法の明⽂規定を⼿続き抜きに死⽂化
させることになる。これは裁判所がもっとも慎むべきことである。

 憲法 5 3条後段をめぐる訴訟はまだ続いているが、憲法違反に対しては憲法違反
と明⾔する判決が出されること、それによって議会の「議」の⽂字が回復される
ことを期待したい。
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「市場」の独占防ぐ工夫、言論も同じ 国民投票 CM規制 

https://digital.asahi.com/articles/ASP6P6KNJP6KUCVL02M.html  

朝日新聞デジタル 2021年 6月 23日 14時 30分掲載 （構成・上田真由美） 

 

憲法改正の手続きを定める国民投票法が改正された。テレビやラ

ジオでの賛成・反対の CM を規制すべきか、するならどう規制する

のかといった課題は 3 年後までの「宿題」として残った。憲法が保

障する「表現の自由」などを理由に、規制に反対する声もあるが、

憲法学者の志田陽子・武蔵野美術大教授は表現の自由を重視

するからこそ、一定の規制が必要なのだという。どういうことなのか。 

 

 

――CM規制の課題は 3年後までに先送りされたまま、国民投票法が改正されました 

 

 「まず前提として、憲法は 96 条で改正の手続きを定めており、『改正をするとしたら』ということを

織り込んでいます。ですから、憲法改正のための法律ができること自体には反対ではありません。

むしろ、いま国民が参加すべき手続きが無視されて解釈と法律のレベルで実質の憲法改正が起

きているのではないか、この不健全さの方が問題です」 

 

 「その上で、憲法改正に国民が参加するときの情報共有を考えるときに、手放しの自由放任の

状態はよくないと考えています」 

 

国民投票は憲法改正の発議後、60～180 日以内に実施されることになっており、この間の

国民投票運動は原則として自由。ただし、テレビとラジオで改憲案への賛成や反対を勧誘

する CM 放送だけは、投票の 14 日前から禁じられている。今回成立した改正法では、CM

やインターネットの規制のあり方などについて、施行後 3 年を目途に検討し、必要な法制上

の措置などを講じるという付則が盛り込まれた。 

 

――CM は視聴者にとって判断材料の一つになるものです。日本民間放送連盟（民放連）やメデ

ィア論の学者からは、規制は「表現の自由」や「知る権利」の侵害につながりかねないとの指摘も

あります 

 

 「『表現の自由』や『知る権利』をなぜ確保しなければならないのかというと、私たち一人一人が

いろいろな見解に触れ、自分の考えをいつでも相対化できるようにするためで、これが『精神的自

由』の本質だと思います。多様性を確保するということです。強い一定の見解ばかりを、繰り返しシ

ャワーのように浴びせられれば、どうしても影響され、とらわれてしまう」 

 

 「『表現の自由』を支える考え方として『言論の自由市場』と言われることがあります。そこで、この

考えの元となっている経済の世界を見てみると、公正で自由な市場を支えるためには、独占禁止

https://digital.asahi.com/articles/ASP6P6KNJP6KUCVL02M.html


法や不正競争防止法などがあります。資金の大きな強い者が市場を独占して弱い者を実質的に

排除する『一人勝ち』の状態をつくることや、アンフェアな手法で勝とうとすることを規制する工夫、

法律による下支えがいろいろあるのです。『言論の自由市場』についても、この事実は参考にすべ

きでしょう」 

 

――賛成と反対の言論の量を「均衡」にすべきだという意味ではないと 

 

 「はい。前提として、賛成か反対かという言論の内容を規制するようなことはあってはなりません

し、その分量をそろえるような操作もするべきではないと思います。そうではなくて、資金面で強い

言論が言論空間を独占してしまい、異論や対論が言論空間から押し出されるか不可視化されて

しまう、という状態がおきてはならない、ということです。すべての見解に対して、有効な発言ができ

る土俵を確保しなければなりません」 

 

 「具体的には、ある特定の見解や、特定の政党の CMが独占することがないように上限を規制す

るという方法もあるでしょう。また、例えば、国連では経済大国も小さな島国も、一つの主権国家と

して対等に扱われますね。そのように、どこかに番組枠をつくって、すべての政党に同じ発言枠を

与えるという方法もあるでしょう。どういう方策をとるかは国会の裁量になると思いますが、何らかの

配慮は必要でしょう」 

 

国民投票の CM規制 民放が恐れる「封殺」の危うさとは 

 ――賛成や反対の投票を呼びかける CM を流せるのは、憲法改正の発議（投票日の 60～180

日前）から、投票日 14 日前までです。この間の CM が賛成・反対のどちらかだけに買い占められ

るのは、あまり現実的ではないようにも思えます 

 

 「直接的な『買い』だけでなく、利害関係による忖度（そんたく）の問題も考える必要があります。

放送局がスポンサーの意向を気にして、ある方向を優遇するようなケースです。実話を元にした

米映画『グッドナイト＆グッドラック』は、1950 年代のレッドパージのころのテレビ局が舞台です。ス

ポンサーから揺さぶりをかけられていく様子がよく描かれています。放送の世界は構造的にこの危

うさを抱えています」 

 

 「いま、検閲のようなわかりやすい言論統制はまず起こらないと思います。しかし戦時中の日本で

も、いまの憲法で禁止されているような検閲そのものが起きたのはごく一部です。それが見せしめ

の効果を持ってしまい、それ以外の人たちもそれに合わせて『自己検閲』していく。そういう忖度の

空気ができあがっていきました」 

 

 「例えばいま、東京オリンピックについて報道機関の中に、批判しづらい空気はありませんか。憲

法改正についても、そういったことが起きないと言えるでしょうか。そうしたことを考えると、あらかじ

め、異論や対論が言論空間に出せるようなルールを作っておいた方がいいのです」 

 

 ――「宿題」として 3 年後までに検討するとされた改正法の付則には、CM のほかインターネット

への対策も含まれています 



 

 「個人のSNSの発言に規制

をかけることはできないし、必

要もないでしょう。ただ、政党

や公の機関は、社会のインフ

ラとしての言論の自由を確保

する立場を守ってほしいと思

います。『私権』としての『自

由』の発想で異論を圧倒し言

論空間を席巻しようとするの

ではなく、公的な情報共有と

熟議の空間を主権者に提供

する、という視点から、他者

の言論機会も確保する方策

を考えてほしいと、強く望みま

す」 

 

 「あわせて、国民投票法では、最低投票率についての議論もしてほしいと思っています。欧州連

合（EU）からの離脱を決めた 2016 年の英国の国民投票（投票率 72%）では、離脱多数という結

果がでてから、投票に行かなかった人たちがことの重大さに気づいて後悔したことも話題になりまし

た」 

 

 「国民投票に関心を持たない人が大勢いた中で、離脱したい人たちが国民投票を推し進めて賛

成派に投票を呼びかけ、関心のない層を置き去りにした結果です。一方の『熱くなった人』たちの

言論だけが盛り上がり、多くの人たちに知らせる手間をかけなかったことが、深刻な結果を招いた

ように見えました」 

 

 ――憲法改正手続きに関わる法改正なのに、あまり世の中の関心を集めているように見えませ

ん 

 

 「建物に例えたとき、著作権法や軽犯罪法など一般の法律が壁紙や床材だとすれば、憲法は

壁の奥にある柱や、床の下の土台です。だから意識はしにくいけれど、土台を変えるとなれば、変

えようによっては壁もテーブルも全部が傾いてしまいます。そこまでを全部計算して、じっくり議論し

なければならない問題です」 

 

 「だからこそ、国民があまり関心を持っていないうちに土台を変えるのではなくて、変えれば自分

たちにどういう影響があり得るのかを、一人一人が考えて議論する時間をしっかりとらなければなら

ないのです」 

 

 ――多様な意見に触れるほど判断は難しくなっても、必要な過程だということですか 

 



 「メニューにたくさんの料理が並んでいれば、迷ってなかなか決められないですよね。でも、一つ

しか答えがなさそうだから、これでいいや、ということは起きてはならない。多様な見解に接する機

会が保障される中で、面倒でも、悩む機会、自分が意思決定する機会が国民に提供されなけれ

ばなりません。憲法改正という重大事に、『よらしむべし知らしむべからず』では絶対にいけないの

です」 

 

 「民主主義は、面倒だけれど、その面倒をみんなで引き受けるというものです。手軽に最適解に

たどり着ける便利な道具ではありません。歴史上、誰かが独裁的に決定権を握ったときに過ちをた

だせなくなった、その反省をふまえたリスク回避の方策として、大勢でウォッチングして大勢で口出

ししよう、自分事として意思と知恵を持ち寄ろう、という仕組みです。表現の自由は、この民主主義

の土壌なのです」（構成・上田真由美） 

 

国民投票法とは 

 憲法改正手続きを定める国民投票法は第

1 次安倍政権時代の 2007 年に成立した。

投票は憲法改正の発議後、60～180 日以

内に実施されることになっており、この間の国

民投票運動は原則として自由。 

 

 ただし、テレビとラジオで改憲案への賛成や

反対を勧誘する CM 放送だけは、投票の 14

日前から禁じられている。直接的に賛成や反

対の投票を呼びかけるのではなく、「私は賛

成です」のように意見表明するだけの意見広

告は禁じられていない。 

 

 今回成立した改正法では、CMやインターネ

ットの規制のあり方などについて、施行後 3年

を目途に検討し、必要な法制上の措置など

を講じるという付則が盛り込まれた。 
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